




2007 年～2012 年頃：街区内整備・主要生活道路整備の手法開発と展開 

●都市再生ＰＪ等で密集取組みの加速化の方針を受け、街区内の整備へ軸足を移した。密集法の改正により創設された防災

街区整備事業を京島三丁目地区で実施し、不燃化建替えと道路拡幅を実現した。太子堂三宿地区では、主要生活道路

「三太通り」整備において修復型を公共整備型に切り替え、7 年間で 80％まで整備が進み、波及効果として沿道の建替えが

進んだ。 

2012 年～：機動的な土地取得による多彩な事業展開へ 

●ＵＲ独自事業として個別の敷地を機動的に取得・活用する木密エリア不燃化促進事業（以下「エリア事業」）を実施している。

現在支援を行っている 21 地区のうち 14 地区で実施し、14１画地で約 2 万㎡を取得している。弥生町三丁目ではこの事業

による取得地を活用しながら、区画整理、従前居住者用賃貸住宅、道路整備、無接敷地解消支援など総合的な支援を行っ

ている。さらに、取得地を活用したイベントやコミュニティ拠点等の取組みを実施しながら、密集市街地の価値向上に資する取

組みを模索している。 

 

 
プレゼン「東京都の防災都市づくり」 

■ パネリスト 東京都防災都市づくり課長 小久保 剛亨氏 

●平成 8 年に東京都防災都市づくり推進計画を定め、2 万 4 千 ha あった木造住宅密集地域が令和

2 年には 8 千 6 百 ha まで減少している。しかし、単純に安全になったという状況にはなく、密

度が高く不燃領域率が低いところが 1 万 3 千 ha くらいあるという状況である。 

●不燃化特区制度が周知され建替え件数も増えてきているが、伸び悩んでいる地区もある。進んでいないのは接道が

悪いところと考えられる。無接道敷地は建替えできないので対策が必要と認識している。 

●今後の課題として地域の魅力づくり等があるが、木密地域私道等無電柱化推進事業や、ＵＲのエリア事業取得地や

都の事業用地を地域住民の集まる広場や緑地公園として有効活用するなど、魅力的で安全なまちづくりを行って

いきたい。 

プレゼン「修復型まちづくり計画論の再構築に向けて」 

■ 東京都立大学 教授 市古 太郎氏 

●1980 年代の修復型まちづくり計画論の再構築が必要ではないかと思う。東京都の木密地域が量

的に縮小していると言われているが、質的変化も生じているのではないか。 

●東池袋では、木密に隣接して供給された高層集合住宅に子育て世帯が転入し、1980 年代からの

防災まちづくりで整備された児童公園が、地域町会リーダーとの出会いの場となっている。 

1970 年からの年齢構成変化を見ても、2000 年以降、木密ジェントリフィケーションが進んでいる。 

2019 年度に震災復興まちづくり訓練が開催され、小規模な辻ひろばを児童公園規模に集約していけないか、とい 

った内容を含む<事前>復興まちづくり計画が作成編集さ

れた。加えて、平時に暫定利用し、災害時には仮設用地と

して時限的市街地としてまちづくり用地を活用する「まち

づくり提案」を大学研究室として行った。 

●羽田地区は、元々漁村集落であった経緯もあり、無接道敷

地の問題を抱えている。無接道敷地のデータベースと魅力 

資源マップを大学で作成し、震災復興まちづくり訓練を通

して、まちづくり提案を予定している。 

プレゼン「密集市街地業務を担当して」 

■ 株式会社アルメック 木村 晃郁氏 

●北区、江戸川区などの密集市街地整備に関わっており、コンサルとして現場からの課題を紹介する。 

●取り残される細街路に面した無接道敷地における、敷地後退による再建の困難：鐘ヶ淵では、通路を

位置指定道路にすることで無接道敷地を解消する検討を行った。喉元敷地の協力が必要だが、敷地後

退に加え道路斜線制限も厳しく、隅切りの確保も必要となり、現状では協力を得るのが難しい。位置指定

道路化の無接道敷地解消の取組みとして、荒川区近隣まちづくり制度、月島の 86 条の 1 による一団地、足立区街区プラン

パネルディスカッション① 「地震被害想定を踏まえた防災性向上に係る施策」 

 

東池袋五丁目地区の年齢階級別人口推移 



（43 条 2 項）などの制度があるが、建替えは進んでおらず、任意の協定では難しいと感じる。 

●共同化の困難：日影規制、高度地区、容積率などの緩和がなく、都の安全条例の制限もかかるため高度利用ができず事業

採算性の確保が困難である。また、防災街区整備事業で個別利用区の最低敷地面積が 100 ㎡以上という規定が壁だと言

われている。 

●特徴的な取り組み：江戸川区二之江西地区では幅員 2.2m の狭隘道路に主要生活道路をぶつけて片側拡幅で 6m に整備

している。江戸川区篠崎地区では、行き止り道路の解消を主な目的に、小規模連鎖型土地区画整理を行っており、この考え

方はＵＲのエリア事業に適用できるのではないか。 

●解決の新提案：解決に向けて

は、京都市の 2 項道路を 3 項

道路として指定し敷地後退を

緩和できる「路地のある町並

みを再生するための道路指定

制度」や、同じく京都市の既存 

の道を位置指定道路にする際にカーブミラーを設置すれば隅切り

が不要になる制度のような取組みができるとよいのではないか。 

●密集事業終了後の主要生活道路：整備が完了しない地区も多いと

思われ、地区計画の地区施設に位置付けてもあまり変わりはないの

で、街並み誘導型地区計画で壁面位置の制限により道路上の空

間を作っていく進め方になるのかなと思う。 

プレゼン「墨田区 町工場ランドバンク事業 土地買収を契機とした接道条件の改善」 

■ ランドブレイン株式会社 紙田 和代氏 

●コンサルタントの立場で都内の密集事業に携わっている。密集

事業が進み道路拡幅やポケットパーク整備、建替え促進の成果

があがっているが、防災性の向上と同時に解決すべき町工場や 

商店街の継続、暮らしの安心などの課題解消へ向け、土地の買収によるランドバン

ク事業も行っている。 

●立ち退きを求められ移転先に困っていた製作所があり、その近くで老朽化した町場

が古家付き土地として売りに出されていた。その町工場の土地を当社で取得し、そ

の一部を移転先として製作所に売却し、別の一部を奥の接道不良敷地所有者に２ｍ

の旗竿部分として売却する土地活用方策を検討している。また、別の場所では閉店

した２つの店舗を当社で買い、敷地割をし直して店舗付き住宅を建築しようとして

いる。商店街に建売住宅が増えてきているが、商店街なので 1 階は店舗にするとい

う用途制限の地区計画を検討してはどうかと考えている。 

ディスカッション 

●大  野：長年無接道敷地の解消に取り組んでいるが進まない。ＵＲで無接道敷地を取得するのは難しいので、行政に取得しも

らえれば、その周りをＵＲでなんとか取得し、そこが通路や不燃化の取組みの種地になって進むのではないかと思っている。 

●小久保：無接道敷地の解消は、東京都としても課題だと思っている。令和３年度から無接道敷地等対策コーディネーターの

取組みを進めている。買収が今の仕組みでできるのかも検討したい。 

●市  古：紙田さんのプロジェクトが素晴らしい。建築だけでなく不動産の視点からの突破口になっている。大野さんのお話は奥

の無接道敷地を宝に変換できるような発想で進めていければ。 

 

 
プレゼン「防災性指標の向上だけでいいですか？それだけじゃない、京島 それ以上の、京島」 

■ ランドブレイン株式会社 紙田 和代氏 

●道路拡幅のための戸別訪問や説明会を行う際に、居住者の方々からはいつ起こるか分からない地震より、身体やお

金の心配が少なく、買い物が楽しくでき、近所のつながりが持て、子育てがしやすく、災害時も日常時も助け合え

パネルディスカッション② 「社会課題への対応を踏まえた密集市街地まちづくり」 

土地活用方策の検討- 


